
新地方公会計制度に基づく財務４表  

１．新地方公会計制度について 

吉富町では、「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針の策定に

ついて」（平成18年8月）により、平成２０年度から、従来作成してきた財務諸表（バランス

シート）の改訂版である「総務省方式改訂モデル」に基づき、普通会計に係る財務４表を

作成しているところです。 

今回公表する財務４表は、平成２７年度決算に係るものです。 

２．財務４表の説明 

『その１』貸借対照表（バランスシート） 

吉富町がどれほどの資産や債務を有するかについての情報を示すものです。 

「資産の部」、「負債の部」および「純資産の部」から構成され、地方公共団体が住民サー

ビスを提供するために保有する財産（「資産の部」）と、その資産をどのような財源（「負債

の部」、「純資産の部」）で調達したのかを対照的に示しています。 

『その２』行政コスト計算書 

吉富町の一会計期間における経常的な活動に伴うコストと、使用料・手数料などその

行政サービスの直接の対価として得られた収入を示しています。 

『その３』純資産変動計算書 

吉富町の純資産、すなわち資産から負債を差し引いた残余が、一会計期間にどのよう

に増減したかを示しています。 

 『その４』資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

資金の出入りの情報を性質の異なる３つの区分（経常的収支、公共資産整備収支、

投資・財務的収支）に分けて示しています。 



【貸借対照表】
（平成28年3月31日現在） （単位：千円）

【資金収支計算書】 【行政コスト計算書】
（平成27年4月1日～平成28年3月31日） （単位：千円） （平成27年4月1日～平成28年3月31日） （単位：千円）

【純資産変動計算書】
（平成27年4月1日～平成28年3月31日） （単位：千円）

※矢印は財務４表の収支尻（貸借差額）の
　相互関係を示しています。
　（絶対値が等しくなります。）

２．投資等
259,721

　　（３）賞与引当金繰入額
２．物にかかるコスト
　　（１）物件費

2,311,775

0

２．流動負債

338,157

228,459

金額

１．人にかかるコスト
　　（１）人件費
　　（２）退職手当引当金繰入

　　（４）その他
　　（３）他会計等への支出額

　　（２）維持補修費
　　（３）減価償却費
３．移転支出的なコスト

【普通会計】平成２７年度吉富町財務書類４表（概要版）

9,074,114
20,000

　　経常費用

＜総務省方式改訂モデルで作成＞

12,365,148

9,455,495

　　資産の部 金額
１．公共資産 2,649,932

　　（１）投資及び出資金 251,791

9,094,114

1,491,481

　　（１）有形固定資産
　　（２）売却可能資産

　　（１）翌年度償還予定地方債
1,085,088

　　（２）貸付金
31,262　　（２）その他

108,586

46,016
2,909,653負債合計

1,464,372

　　（３）基金等
　　（４）その他

３．流動資産 　　純資産の部

純資産合計

1,779,553

　　（３）未収金 9,851

　　（１）財政調整基金等
305,330

資産合計 12,365,148

金額 　　負債の部
１．固定負債
　　（１）地方債
　　（２）退職手当引当金
　　（３）その他

負債及び純資産合計

　　（２）歳計現金

　　（１）社会保障給付

　　（２）その他
　　経常収益

４．その他のコスト

499,235
△ 66,535

31,262

422,691
13,006

　　（２）補助金等

２．分担金・負担金・寄附金

0
477,086

29,184

343,217

572,357
454,078

　　（１）公債費（支払利息）

769,587

△ 3,738

１．純経常行政経費 △ 2,633,384

56,713
81,746

１．使用料・手数料

純経常行政コスト
（経常費用ー経常収益）

金額

2,633,384

前年度末純資産残高 9,372,127

　　（２）地方交付税 1,187,634

２．一般財源 2,092,890
　　（１）地方税

当該年度末純資産残高 9,455,495

４．資産評価替による変動額 0

５．その他 △ 3,639

金額
１．経常的収支 607,293

３．補助金等受入 627,501
　　（３）その他 135,669

３．投資・財務的収支 △ 350,716

２．公共資産整備収支 △ 151,836

期首資金残高 200,589
期末資金残高 305,330

当期収支 104,741

　　（２）地方債発行額 △ 282,120
　　（３）支出総額 △ 3,435,419

（基礎的財政収支）
　　（１）収入総額 3,540,160

　　（４）地方債元利償還額
　　（５）財政調整基金等増減
基礎的財政収支

226,941
△ 16,247

33,315



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 2,311,775

①生活インフラ・国土保全 3,368,538 (2) 長期未払金

②教育 2,016,875 ①物件の購入等

③福祉 319,992 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 81,284 ③その他

⑤産業振興 2,584,810 長期未払金計 0

⑥消防 142,245 (3) 退職手当引当金 338,157

⑦総務 560,370 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 9,074,114 固定負債合計 2,649,932

(2) 売却可能資産 20,000

公共資産合計 9,094,114 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 228,459

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 251,791 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

0 (5) 賞与引当金 31,262

投資及び出資金計 251,791 流動負債合計 259,721

(2) 貸付金 108,586

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 2,909,653

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 935,335

③土地開発基金 95,544 [純資産の部]

④その他定額運用基金 54,209 １　公共資産等整備国県補助金等 2,523,766

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 1,085,088 ２　公共資産等整備一般財源等 7,230,840

(4) 長期延滞債権 49,797

(5) 回収不能見込額 △ 3,781 ３　その他一般財源等 △ 319,111

投資等合計 1,491,481

４　資産評価差額 20,000

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 9,455,495

①財政調整基金 1,115,456

②減債基金 348,916

③歳計現金 305,330

現金預金計 1,769,702

(2) 未収金

①地方税 10,098

②その他 761

③回収不能見込額 △ 1,008

未収金計 9,851

流動資産合計 1,779,553

資　　産　　合　　計 12,365,148 負 債 ・ 純 資 産 合 計 12,365,148

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち2,177,384千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 5,319,102 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 2,540,234 千円 2,540,234 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 2,223,543 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 217,168 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 338,157 千円 338,157 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 5,850,847 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 2,549,460 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 163,543 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 3,137,844 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 △ 531,745 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は1,799,222千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は8,943,823千円です。

304,413

項目
負債計上

【（翌年度償還予定）地
方債・（長期）未払金・引

当金】

注記

【契約債務・
偶発債務】

[内訳]

金額

175,874

貸借対照表
(平成28年3月31日現在)

0

0

0

542,849

137,215

419,978

955,229

217,168

0

貸　　　　　　　　　　方借　　　　　　　　　　方

141,849

36,012

45,402

26,203

955,229

398,036

0

2,223,543

38,589

124,325

0

0



行政コスト計算書
自　平成27年4月  1日

至　平成28年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他
行政コスト

（１）人件費 499,235 18.0% 38,135 76,891 105,002 21,059 15,540 3,236 182,627 56,745 0

（２）退職手当引当金繰入等 △ 66,535 -2.4% △ 6,102 △ 10,825 △ 15,146 △ 3,338 △ 2,411 △ 90 △ 27,157 △ 1,468 0

１ （３）賞与引当金繰入額 31,262 1.1% 2,180 4,850 6,623 1,328 980 204 11,518 3,579 0

小　　計 463,962 16.7% 34,214 70,916 96,479 19,049 14,109 3,351 166,988 58,857 0

（１）物件費 422,691 15.2% 25,317 91,477 52,849 56,734 21,296 8,709 163,874 2,435 0

（２）維持補修費 13,006 0.5% 5,403 4,983 914 90 552 0 1,064 0

（３）減価償却費 343,217 12.4% 108,333 65,127 15,018 11,329 115,772 11,711 15,927

小　　計 778,914 28.1% 139,053 161,587 68,781 68,153 137,620 20,420 180,865 2,435 0

（１）社会保障給付 572,357 20.6% 3,734 566,753 1,870

（２）補助金等 454,078 16.4% 3,972 83,045 47,636 126,513 44,951 101,760 43,552 2,649 0

３ （３）他会計等への支出額 477,086 17.2% 142,168 △ 167 298,496 36,589 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計 1,503,521 54.2% 146,140 86,612 912,885 164,972 44,951 101,760 43,552 2,649 0

（１）支払利息 29,184 1.1% 29,184

（２）回収不能見込計上額 △ 3,738 -0.1% △ 3,738

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0

小　　計 25,446 0.9% 0 0 0 0 0 0 0 0 29,184 △ 3,738 0

2,771,843 319,407 319,115 1,078,145 252,174 196,680 125,531 391,405 63,941 29,184 △ 3,738 0

（　構　成　比　率　） 11.5% 11.5% 38.9% 9.1% 7.1% 4.5% 14.1% 2.3% 1.1% -0.1% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 56,713 8,784 4,811 16,344 126 763 0 3,383 0 0 0 22,502

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 81,746 0 2,185 64,555 731 0 0 13,457 0 0 0 818

138,459 8,784 6,996 80,899 857 763 0 16,840 0 0 0 23,320

ｄ／ａ 5.00% 2.8% 2.2% 7.5% 0.3% 0.4% 0.0% 4.3% 0.0% 0.0% 0.0%

2,633,384 310,623 312,119 997,246 251,317 195,917 125,531 374,565 63,941 29,184 △ 3,738 0 △ 23,320（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入 0

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

当年度短期借入金（翌年度繰上充用金）増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高 OK

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成27年度における一時借入金の借入限度額は200,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 千円

226,941
92,679
33,315

3,540,160
282,120
108,926

3,435,419

104,741

200,589

305,330

0

25,803

165,180

△ 350,716

0

0

13,357

0

126,020

184,134

117,999

0

515,896

184

197,757

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

15,822

156,100

0

68,732

354,492

107,285

3,020,488

607,293

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

△ 151,836

480,203

26,125

506,328

129,660

0

81,403

26,205

0

314,777

773,100

1,187,634

497,841

32,243

2,413,195

583,807

422,691

572,357

454,078

29,184

332,962

資金収支計算書
自　平成27年4月  1日

至　平成28年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

18,116



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 9,372,127 2,509,543 7,347,947 △ 505,363 20,000

純経常行政コスト △ 2,633,384 △ 2,633,384

一般財源

地方税 769,587 769,587

地方交付税 1,187,634 1,187,634

その他行政コスト充当財源 135,669 135,669

補助金等受入 627,501 129,660 497,841

臨時損益

災害復旧事業費 △ 5,110 △ 5,110

公共資産除売却損益 1,471 1,471

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0
0

科目振替

公共資産整備への財源投入 198,012 △ 198,012

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 130,476 △ 130,476

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 238,001 238,001

減価償却による財源増 △ 115,437 △ 227,780 343,217

地方債償還等に伴う財源振替 73,612 △ 73,612

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 △ 53,426 53,426

期末純資産残高 9,455,495 2,523,766 7,230,840 △ 319,111 20,000

純資産変動計算書
自　平成27年4月  1日

至　平成28年3月31日



財務４表の解析 

１．貸借対照表（バランスシート）について～ 

吉富町がどれほどの資産や債務を有するかについての情報を示すものです。 

「資産の部」、「負債の部」および「純資産の部」から構成され、地方公共団体が住民サービスを提

供するために保有する財産（「資産の部」）と、その資産をどのような財源（「負債の部」、「純資産の

部」）で調達したのかを対照的に示しています。 

 貸借対照表の分析から以下の点が明らかになります。 

 ・次世代に引き継ぐ資産はいくらあるのか？ 

 ・その財源（負担者）はどうなっているのか？ 

・次世代の負担となる借金残高は？ 

 

（解析） 

 平成２７年度末の総資産額は１２，３６５，１４８千円となっています。このうち、公共

資産（土地や建物など）は、９，０９４，１１４千円（７３．５％）、投資等（投資及び出

資金、特定目的基金、長期延滞債権等）は１，４９１，４８１千円（１２．１％）、流動資

産（財政調整基金及び減債基金、歳計現金、地方税等の未収金）は１，７７９，５５３千円

（１４．４％）となっています。 

 これらの資産の財源は、負債（地方債、退職手当・賞与引当金等）と、純資産（公共資産

を整備した際の国県補助金等及び一般財源、その他一般財源）によって賄われています。 

 その内訳は、負債が２，９０９，６５３千円（２３．５％）、純資産が９，４５５，４９

５千円（７６．５％）となっています。 

  

２．行政コスト計算書について～ 

吉富町の一会計期間における経常的な活動に伴うコストと、使用料・手数料などその行政サービ

スの直接の対価として得られた収入を示しています。 

行政コスト計算書の分析により以下の点が明らかになります。 

・経常的な行政サービスにかかったコストは？ 

・受益者負担でどの程度賄われたのか？ 

 

（解析） 

 経常的な行政サービスにかかったコストは２，７７１，８４３千円となっており、そのう

ち、使用料・手数料や分担金・負担金・寄附金等による経常的な収益により１３８，４５９

千円が賄われているため、差額の２，６３３，３８４千円が純経常行政コストとなっていま

す。 

 なかでも、福祉にかかるコストが１，０７８，１４５千円（主に社会保障給付、他会計等

への支出額）と、全コストの３８．９％を占めており、次いで総務が３９１，４０５千円（１



４．１％）（主に財産その他の管理的経費への支出額）、生活インフラ・国土保全が３１９，

４０７千円（１１．５％）（主に他会計等（下水等）への支出額）となっています。 

 

３．資金収支計算書（キャッシュフロー計算書）について～ 

資金の出入りの情報を性質の異なる３つの区分（経常的収支、公共資産整備収支、投資・財務

的収支）に分けて示しています。 

資金収支計算書の分析により以下の点が明らかになります。 

 

 ・投資的経費はどのような財源で賄っているのか？ 

 ・経常的経費の負担を将来に先送りしていないか？ 

 ・年間での資金の変動要因は？ 

 

（解析） 

 平成２７年度の資金収支は、経常的収支の部は＋６０７，２９３千円、公共資産整備収支

の部は△１５１，８３６千円、投資・財務的収支の部は△３５０，７１６千円となっており、

合計で１０４，７４１千円のプラスとなります。これを前年度の期末歳計現金残高２００，

５８９千円と合計すると、平成２７年度末歳計現金残高は３０５，３３０千円となっていま

す。 

 基金については、３１４，７７７千円の取崩しに対して、１８４，１３４千円の積立てを

行っており、合計すると前年比１３０，６４３千円の減額となっています。 

 

４．純資産変動計算書について～ 

吉富町の純資産、すなわち資産から負債を差し引いた残余が、一会計期間にどのように増減し

たかを示しています。 

純資産変動計算書の分析により以下の点が明らかになります。 

 

 ・当年度の行政サービスの世代間負担の状況は？ 

 ・借金以外の資産調達財源はどう変化したのか？ 

 

 平成２７年度純資産の変動は、純経常行政コストとして△２，６３３，３８４千円、一般

財源（地方税、地方交付税、その他）が２，０９２，８９０千円、補助金等受入が６２７，

５０１千円、臨時損益が△３，６３９千円となっており、合計すると＋８３，３６８千円と

なっています。前年度末の純資産と合計すると、平成２７年度末純資産は９，４５５，４９

５千円となっています。 

 純資産が増加した原因の主なものとしては、貸借対照表中、資産の部における歳計現金の

増（＋１０４，７４１千円）があげられます。 

  



財務４表の分析 

 

分析その１．社会資本形成の世代間負担比率 

①  社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産による形成割合を見ることによって、

これまでの世代（過去及び現世代）によって既に負担された割合が分かります。 

 

社会資本形成の世代間負担比率（％）＝純資産合計÷公共資産合計×100 

 

    
（単位：千円） 

  平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

純資産合計 (a) 9,553,612 9,298,781 9,455,495 

公共資産合計 (b) 8,932,190 8,953,559 9,094,114 

過去及び現世代間負担比率 (a/b) 107.0% 103.9% 104.0% 

上記比率の平均的な値 5 0 % ～ 9 0 % 

 

この結果から、現在整備されている公共資産の多くは、過去及び現世代の国・県補助金や

一般財源の投入により賄われているといえます。ただし、本町は、財務４表を総務省方式改

訂モデルで作成しており、所有する固定資産等の公共資産については、決算統計等を活用し

て算出しているため、目安の数値に留まります。 

公共投資はその性質に鑑み、現役世代と将来の世代における、世代間負担の均衡を図るべ

きものでありますので、今後は、世代間負担のバランスを考慮しつつ、公共投資を進めてい

く必要があります。 

 

② 地方債に着目すれば、将来返済しなければならない、今後の世代によって負担する割合

を見ることができます。 

 

社会資本形成の将来世代負担比率（％）＝地方債残高÷公共資産合計×100 

 

    
（単位：千円） 

  平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

地方債残高等合計 (a) 2,382,082 2,455,871 2,540,234 

公共資産合計 (b) 8,932,190 8,953,559 9,094,114 

将来世代負担比率 (a/b) 26.7% 27.4% 27.9% 

上記比率の平均的な値 1 5 % ～ 4 0 % 

 

 この結果から、これまでに整備された公共資産の額に対する、今後支払わなければならな



い起債等の額の割合は２７．９％であることが分かります。この数値は他団体の平均値と比

較すると、さほど大きい数値ではないものの、平成２５年度から平成２６年度で０．７ポイ

ント、平成２６年度から平成２７年度で０．５ポイントと増加しております。これは、公共

資産の新規整備による起債の増に加え、減価償却により減少した資産価値の額により増加し

たと考えられます。 

 

分析その２．歳入額対資産比率 

歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成されたストックである資産は何

年分の歳入が充当されたかを見ることができます。 

 

歳入額対資産比率＝資産合計÷歳入総額 

 

    
（単位：千円） 

  平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

資産合計 (a) 12,476,303 12,243,916 12,365,148 

歳入総額 (b) 3,545,309 3,567,450 3,650,749 

歳入額対資産比率 (a/b) 3.52 3.43 3.39 

上記比率の平均的な値 3 ．0 ～ 7 ．0 

 

 この結果から、平成２７年度の歳入総額に対する総資産の割合は３．３９倍で、前年より

０．０４ポイント減少しています。平成２６年度と比較して、２７年度は歳入が増加した関

係で、歳入額対資産比率が減少しています。この比率の平均的な値は 3.0～7.0 と言われて

おり、本町は比較的低い水準にあると言えます。  



分析その３．有形固定資産の行政目的別割合 

有形固定資産の行政目的別割合を見ることにより、行政分野ごとの資産形成の比重を把握

することができます。この割合を見ることによって、これまでの吉富町の社会資本形成がど

こに重点を置いてきたかがわかります。吉富町の場合、道路等の生活インフラ等を中心に資

産形成を行ってきた結果、生活インフラ等の占める割合が一番となり、次いで、産業振興、

教育となっています。 

      
（単位：千円） 

行政目的 
平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

①生活インフラ等 3,202,623 35.9% 3,152,728 35.3% 3,368,538 37.1% 

②教育 2,091,152 23.4% 2,040,605 22.8% 2,016,875 22.2% 

③福祉 126,986 1.4% 259,841 2.9% 319,992 3.5% 

④環境衛生 93,548 1.1% 88,551 1.0% 81,284 0.9% 

⑤産業振興 2,796,836 31.4% 2,685,666 30.1% 2,584,810 28.5% 

⑥消防 94,791 1.1% 146,041 1.6% 142,245 1.6% 

⑦総務 506,254 5.7% 560,127 6.3% 560,370 6.2% 

有形固定資産合計 8,912,190 100.0% 8,933,559 100.0% 9,074,114 100.0% 

 

 この結果から、本町における有形固定資産の行政目的別割合は、生活インフラ等が３７．

１％で最も大きく、次いで産業振興が２８．５％、教育が２２．２％となっていることが分

かります。前年度と比較すると産業振興の割合が若干減少していますが、減価償却によるも

のです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



分析その４．資産老朽化比率 

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を計

算することにより、耐用年数に比して償却資産の取得からどの程度経過しているかを全体と

して把握することができます。 

 

資産老朽化比率（％）＝減価償却累計額÷（有形固定資産合計－土地＋減価償却累計額）×100 

 

    
（単位：千円） 

    平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

減価償却累計額(a) 8,268,672 8,600,606 8,943,823 

有形固定資産合計(b) 8,912,190 8,933,559 9,074,114 

土地（ｃ） 
 

1,670,584 1,690,195 1,799,222 

資産老朽化比率 (a/(b-c+a))*100 53.3% 54.3% 55.1% 

上記比率の平均的な値 3 5 % ～ 5 0 % 

 

 この結果から、平成２７年度における資産老朽化比率は５５．１％となっており、前年比

０．８ポイント増加していることが分かります。数値だけでは一概に言えませんが、建物等

の耐久性や有効利用できているかなどを見極めながら、今後の資産管理を行う必要がありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



分析その５．受益者負担比率 

 

行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者負担の金額であるため、経常収益

の行政コストに対する割合を算定することで、受益者負担割合を算定することが出来ます。

行政コスト計算書では目的別に受益者負担割合を算定することができます。 

 

受益者負担比率（％）＝経常収益÷経常行政コスト×100 

 

  
   

    
（単位：千円） 

行政目的 

平成 25年度 平成 26 年度 平成 27年度 

経常行政 

コスト 

経常 

収益 

受益者 

負担比率 

経常行政 

コスト 

経常 

収益 

受益者 

負担比率 

経常行政 

コスト 

経常 

収益 

受益者 

負担比率 

①生活イン

フラ等 
374,324 19,125 5.1% 440,754 9,013 2.0% 319,407 8,784 2.8% 

②教育 431,792 7,529 1.7% 350,326 6,721 1.9% 319,115 6,996 2.2% 

③福祉 1,002,246 86,087 8.6% 1,089,853 91,939 8.4% 1,078,145 80,999 7.5% 

④環境衛生 282,030 705 0.2% 274,487 955 0.3% 252,174 857 0.3% 

⑤産業振興 173,322 1,654 1.0% 167,818 671 0.4% 196,680 763 0.4% 

⑥消防 142,710 0 0.0% 126,516 0 0.0% 125,531 0 0.0% 

⑦総務 346,381 20,413 5.9% 388,906 15,965 4.1% 391,405 16,840 4.3% 

⑧その他 96,761 0 0.0% 94,925 0 0.0% 94,925 0 0.0% 

一般財源 

振替額 
- 11,622 - - 20,349 - - 20,349 - 

合   計 2,849,566 147,135 5.2% 2,933,584 145,613 5.0% 2,771,843 138,459 5.0% 

受益者負担比率の平均的な値 ２ % ～ ８ % 

 

この結果から、平成２７年度の合計受益者負担比率は、５．０％と、前年度と同率である

ことが分かります。この比率自体は平均的な値といえますが、今後、適正な受益者負担を見

極めながら行政運営を進めていく必要があります。 


